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海外現地と自治体等の連携による外国人介護人材確保策に係る調査研究事業

自治体向け補足資料
• 自治体が資料①②を活用する際の注意
点や説明のコツ等を解説した資料を作成し
た。

• 参考情報として、海外から先進的に人材の
受入れを進める自治体の活動概要を掲載
した。

海外向け発信資料
ダイジェスト版

• 限られた時間で最低限必要な説明をした
い場合に使えるよう、①の主要な部分をま
とめた海外向け発信資料の要約版である。

• ２言語対応（日本語、英語）
• PPT形式７枚

海外向け発信資料

• 各自治体がスライドを追加、削除、更新で
きるよう、海外への説明内容を網羅的に記
載した。

• ２言語対応（日本語、英語）
• PPT形式43枚

○ 外国人介護人材確保のためには、海外現地への働きかけを強化することが重要であり、特に都道府県をはじめとする日本の自治体と海外
現地の行政機関や教育機関等と連携を図ることが必要です。

○ 調査研究事業においては、日本の自治体が海外現地と円滑な交渉ができることを目的として、対外発信資料等を作成しました。日本につい
ての解像度が低い国に対しても、本資料を通して理解を深められるような構成になっており、海外へ日本の魅力、介護の業務内容、日本での
活躍イメージ等を説明することで、海外現地に日本への介護人材の送り出しを検討してもらい、円滑な受入へと繋げることを目指しています。

成果物① 成果物② 成果物③

成果物掲載HP
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成果物①② 海外向け発信資料

本資料は、日本の自治体等が、日本や介護に対する理解が十分でない国の政府機関や送り出し機関等に対し、日本の魅力や介護
の仕事内容、外国人介護人材の活躍イメージを効果的に伝えることを目的として作成したものである。

【特徴】

• 平易な表現と写真を多数用いることで、視覚的にも理解しやすい構成。

• 各自治体が実情に応じて、情報の追加・削除・更新を自由に行えるよう、PowerPoint形式で作成。

【英語版】

対外発信資料
（一式）
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・海外現地における外国人介護人材確保促進事業（地方自治体への補助事業）【海外現地での外国人介護人材確保の取組に対する支援】
都道府県と連携して以下のような外国人介護人材確保の取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して、その費用を補助する。

ア 送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
 外国人介護人材の確保の取組を効果的に行うため、送り出し国の学校、送り出し機関、政治情勢、生活・文化・風習等の事前調査等を実施する。

イ 海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化 
     外国人介護人材を円滑に確保することを目的に、海外現地の学校・送り出し機関等との関係構築・連携強化を図るための訪問活動等を行うとともに、必要となる宣材ツー

ルの作成等を行う。

ウ 海外現地での説明会開催等の採用・広報活動
 更なる外国人介護人材の確保を促進するため、海外の日本語学校等での説明会の開催や現地での求人募集、日本の介護に関するＰＲ、介護施設・介護福祉士養成施

設・日本語学校等の情報提供などの広報活動、これらの取組を実施するための宣材ツールの作成等を行う。

・介護技能評価試験等実施事業（民間団体等への補助）
介護技能評価試験等の受験者の増加が見込まれる地域を検討し、モデル的に重点試験地域を選定のうえ、試験を実施し、今後、日本の介護分野へ特定技能の在留資格を活

用して就労を希望する外国人介護人材を効率的に確保できる試験体制の検討を行う。

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

外国人介護人材を確保する観点から、海外現地での働きかけを強化し、都道府県と連携して、海外現地の学校との連携を強化する
など、現地での人材確保に資する取組を行う事業所・介護福祉士養成施設・日本語学校等に対して支援を行うとともに、新たに日本の
介護分野へ特定技能の在留資格を活用して就労を希望する外国人介護人材の増加に対応するため、介護技能評価試験等の重点試験
地域を選定のうえ、試験を実施し、効率的な試験体制の検討を行うことで、外国人介護人材の受入促進を図る。

海外現地の送り出し機関等との関係構築・連携強化や、現地説明会による採用・広報活動など、海外展開に積極的に

取り組む介護事業者の支援及び介護技能評価試験等の重点試験地域を選定のうえ、試験を実施し、効率的な試験体

制の検討を行うことにより、国民が必要な介護サービスを安心して受けられるよう、その担い手となる外国人介護人材

を確保する。

・外国人介護人材獲得強化事業（地方自治体への補助事業）【海外現地での外国人介護人材確保の取組に対する支援】
【補助率】 国2/3、県1/3
【補助金の流れ】 厚生労働省 都道府県

○外国人介護人材受入事業所
○介護福祉士養成施設
○日本語学校 等

補助 補助

・介護技能評価試験等実施事業（民間団体等への補助）
【補助率】 定額
【補助金の流れ】 厚生労働省 民間団体

補助

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

【○介護人材の確保、育成及び定着に向けた取組支援】

施策名：外国人介護人材獲得強化事業

令和６年度補正予算額 2.7億円
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LINE 本文ページ

（参考）外国人介護人材獲得強化事業の活用事例

社会福祉法人つるかめ（山形県）

補助事業参加の背景

• 2023年までに、外国人材の家族や、家族の
就労先から依頼を受け、2名の外国人材を
受け入れた経験があるが、いずれも1年ほ
どで退職した。

• 継続的な人材供給が期待できる送出国とし
てインドに注目し、2022年に現地視察を
行った。現地視察で出会った1名が、2024
年10月に特定技能として入職した。

• 2024年11月に、観光分野の事業者と山形県
の三者合同で、インドの送出機関とNSDCI
を訪問した。補助事業では、2025年3月に
再度インドへ訪問した。

◼ 外国人介護人材の受入状況
【人数】 １名
【在留資格】特定技能1号（国籍はインド）

◼ 展開している介護サービス
相談窓口（居宅介護支援、介護相談窓口）、居宅サービス（通所介護、通所リハビリ、短期入所生活介護）、施設居宅系サービス（特養）、
地域密着型サービス（グループホーム、小多機）

◼ 補助事業で実施した取組
インドの送出機関を訪問

現地訪問の様子 今後の展望及び課題

• NSDCIにおける訓練は、全国の介護事業所
への直接的な送出しを見据えたものではな
く、人材紹介会社を仲介することが前提と
なっている。人材紹介会社を介さずNSDCI
に直接人材の教育や面接を依頼することが
できず、思うように教育の質を確保できな
いのが難しい点である。

• 現地での教育において、事業所からのオー
ダーにしっかりと応えてくれる送出機関か
ら人材を採用したい。

• （山形県担当者）全国的に外国人介護人材
受入のニーズは高まっており、新たな受入
れルートを模索していた。そうしたなか、
今後の施策立案・実行に向けた情報収集の
ため、人材供給力のポテンシャルがあるイ
ンドに県内事業者とともに訪問した。県内
の事業者が補助事業を活用することで、外
国人材受入れに関わる取組の加速につなが
ることを期待している。

• 山形県は都市部に比べて賃金が低く、雪深い
など外国人にとって長く住みにくく感じられ
る点が多いため、山形県で働くインセンティ
ブを作る必要があると考えている。

• 山形県の強みとして、全市町村に温泉施設と
介護施設があり、例えば、夫は宿泊分野、妻
は介護分野など、夫婦揃って働くことができ
る。介護分野と宿泊分野で連携して外国人材
の受入れを進めていくのが有効と考えている。

• 技能実習は介護の基礎知識を学んでから入国
するため、入職後も現場で必要な技能が身に
つきやすい。一方、特定技能の入国前の教育
は、特定技能の試験に合格するためのものが
ほとんどで、介護自体の教育は不充分なこと
が多い。特定技能には即戦力となることを期
待しているところ、初任者研修レベルなど、
最低限の知識は現地で教えてほしい。
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（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「海外における外国人介護人材の獲得力強化に案する調査研
究事業報告書」（令和６年度厚生労働省老人保健健康増進等事業）
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自治体に対するアンケート調査・ヒアリング調査

• 外国人介護人材の確保・定着に関する自治体の取組を網羅的に把握するため、アンケート調査等を実施した。「海外との覚書や
合意」、「海外とのつながり」、「国内での外国人介護人材の確保・定着に関する取組」等の情報を収集し、自治体での取組状況や
課題等を明らかにした。

• その中で住まい支援の状況も確認。家賃補助を実施している自治体が一定するあるほか、公営住宅を活用している自治体も存在。

自治体の住まい支援の取組

効果
• 住まい支援は実質的に仕送りできる金額の増加に直結し、外国人介護人材が就労先を選択する際の重要な
要素となる。実際に外国人介護人材が活用しているため、事業所からも好評である。

• 外国人介護人材本人から「暮らしやすくなって良かった」という喜びの声が上がっている。

• 全国 1,794 自治体に対して、アンケート調査を
実施した（回答率31.2％）。調査の結果、多く
の自治体で、外国人介護人材確保・定着の取組
が実施されていることが明らかとなった。
※取組の内訳は、重複回答を含む

自治体に対するアンケート調査・ヒアリング調査
A)覚書・合意の
取組総数及び実
施自治体数

B) 覚書・合意以外の海外との
つながり 実施数

C)外国人介護人材の人材確
保・育成・定着等を目的とした取
組実施数

（取組内容） • MOU、LOI

• 海外への情
報発信（説
明会等）

※うち現地での
説明会を含む

• 外国からの情
報収集、学
生等の交流
等

• 外国人介護
人材の支援
センター設置

• その他

現在実施している
16自治体
（計35本）

11自治体 20自治体 ８自治体 46自治体

過去に実施していた
１自治体
（計19本）

３自治体 ４自治体

住宅提供

• 市営住宅を外国人労働者向けに
提供

• 住宅セーフティネット制度を活用し
た住宅提供 等

家賃補助

• 介護事業所が借り上げた宿舎の
家賃補助

• 留学生向け居住費補助 等
※補助金額は、自治体によって様々
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参考資料
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不安や抵抗感があ
る, 34.8%

不安や抵抗感が
ややある, 51.7%

特に不安や抵抗感は
ない, 9.0%

無回答, 4.5%

n=1,355

【事業目的】
○ 外国人介護人材の受入れを検討するにあたりコミュニケーションや文化・風習への配慮等に不安がある、また、外国人介護人材に学
習支援や生活支援ができる体制が不十分であるといった実態が介護施設等においてみられる。

○ こうした実態を踏まえ、本事業では、介護施設等の不安を和らげるとともに外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよ
うにするため、介護施設等において外国人介護人材を受け入れるための環境整備等にかかる費用の一部を助成する。

コミュニケーション支援

外国人介護職員を受け入れることへの不安や抵抗感＜外国人介護職員を受け入れたことがない施設＞

日本人職員、外国人介護職員、介護サービス利用者等の
相互間のコミュニケーション支援に資する取組

➢介護業務に必要な多言語翻訳機の導入に
かかる経費

➢多文化理解など外国人職員と円滑に働く
ための知識を習得するための講習会への
参加等にかかる経費 など

資格取得支援・生活支援
外国人介護人材の資格取得支援や生活支援の

体制強化に資する取組

➢介護福祉士資格取得を目指す外国人介護
職員に対する学習支援にかかる経費

➢外国人介護職員の生活支援、メンタルヘルス
ケアにかかる経費 など

教員の質の向上支援
介護福祉士養成施設における留学生への

教育・指導の質の向上に資する取組

➢留学生に適切な教育・指導を行うための教員の
質の向上に資する研修等にかかる経費 など

外国人介護人材受入施設等環境整備事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「外国人介護人材の受入れに関するアンケート調査」（平成30年10月1日時点調査）
（平成30年度厚生労働省老人保健健康増進等事業）

71.4%

69.1%

64.6%

47.1%

45.6%

45.3%

43.8%

42.4%

42.3%

39.8%

36.5%

30.5%

28.6%

27.2%

17.6%

2.3%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

利用者や家族との         

他の職員との         

文化 風習への配慮

受入れにかかる費用

職場への定着 勤務継続

組織への順応性 協調性

       の不調

        における     

信仰上の配慮

受け入れる際に必要な事務手続き

仕事に対する姿勢

対応事項について全般的にわからない

介護技術の水準

食生活への配慮

関係機関との連携

その他

わからない
n=1,355

令和７年度当初予算額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数 補助率  ：2/3
実施主体：都道府県
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１  事業の目的・概要

○ 介護福祉士の資格取得を目指す外国人留学生の確保を図るため、留学生に対して、就労予定先の介護施設等（受入介護施設等）が介護福祉士養成
施設等に係る奨学金の給付等を行う場合に、その費用の一部を助成する事業を実施。

○ なお、居住費などの生活費について、受入介護施設等が現行の補助基準額を超えて介護人材の確保に向け積極的に支援を行った場合に限り、補助
基準額に加算できる。

外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー（外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業）

２  事業のスキーム・実施主体等

＜留学生の支援例＞

○１年目：日本語学校
学費：月５万円
居住費などの生活費：月３万円 （※）

○２年目･３年目：介護福祉士養成施設
学費：月５万円
入学準備金：２０万円（初回に限る）
就職準備金：２０万円（最終回に限る）
国家試験受験対策費用：４万円（年額）

居住費などの生活費：月３万円 （※）

・受入介護施設等の奨学金等の総額
に対して補助
・補助率： 1/3
（受入介護施設等の負担：2/3）

経費助成

受入介護施設等

都
道
府
県
（
委
託
可
）

奨学金等の
貸与・給付

留
学
生
（
日
本
語
学
校
・
養
成
施
設
）

国
補助

令和７年度当初予算額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数

※ 居住費などの生活費について、受入介護施設等が現行の補助基準額を超えて介
護人材の確保に向け積極的に支援を行った場合に限り
１ 月２万円まで加算。
２ 入居に係る初期費用等について、該当月に限り、月５万円まで加算。
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